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I 

はじめに 

業務を行う上で関係者間が緊密に連絡を取り合うことは重要であり、業務連絡用無線設備

は多くの業界においてこれまで使用されてきた。その多くは移動局（一部固定局）それぞれが

所有するアンテナ間で電波の送受信が直接行われる自営系移動無線システムで通信が行わ

れているが、その長所としては、いつでもどこでも簡易な操作で通信が可能である即時性の

他、免許された無線回線はほぼ独占的に使用できるため、関係者外からの妨害は受けにくく、

また、同報による一斉連絡も可能であることが挙げられる。さらに、無線設備購入時や点検時

を除けば日常のランニングコストは抑えられるのも業務上大きな長所である。 

その一方で、自営系移動無線には建物等の影による不感地帯の発生やフェージング等で通

信が安定しない場合があることは理解すべきである。さらに、無線設備の選定・維持および不

具合発生時の対応のために必要な技術的知識と共に、他の通信に影響を与えないための法

令遵守の意識も必要である。これらに関する専門知識は無線従事者資格取得の機会で得ら

れるが、その準備と手続きは負担でもある。 しかし、無線従事者資格が不要な簡易無線局と

比べると、資格が必要な無線局では周波数選択の自由度や高出力な空中線電力等に長所が

あり、将来においてより高度な無線設備の仕組みができた際にも、柔軟な導入が可能になると

考えられる。 

一方、近年では携帯電話回線を利用した IP無線が普及し始め、無線従事者資格を必要と

せずに安定した通信が広範囲かつ手軽に可能となった。しかし、一方で災害時やイベント会場

等のように不特定多数の端末が集まって同時に使用される場面では、限られた数の基地局を

共有することで回線の輻輳により通信ができなくなる場合がある。さらに、回線使用料のため

の継続的コスト負担や、回線圏外では使用できない場合があるというような短所も存在する。 

このように自営系移動無線について、IP無線と比べた場合の特徴は一長一短だが、これま

ではアナログ方式によるものが多く、その特徴を踏まえた見直しと同時に、近年の無線システ

ムのデジタル化の動きに合わせた高度化を考えることが望ましい。 

本調査検討会では、自営系移動無線システムについて見直す機会を持ち、その現状と将来

の高度化の可能性や展望について検討した。以上の調査検討の結果が、我が国における今

後の経済活動の促進につながれば幸いである。 

最後に、本調査検討会にご参加いただいた委員各位を始め、事務局各位、さらに多方面で

ご協力いただいた全ての皆様方に心から御礼申し上げます。 

 

令和 6年 3月 8日 

自営系移動無線システムの高度化及び将来展望に関する調査検討会 

座長 熊本大学 大学院先端科学研究部 教授 福迫 武 
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第1章 調査検討の概要 

1.1 調査検討の背景 

自営系移動無線については、これまで、一般業務用無線や公共業務用無線として、自営業

者や小規模企業、公共的機関にいたる幅広い業種において陸上における通信手段の中核的

システムとして利用されてきた。 

 

近年は、携帯電話や IP無線、5Gなどの事業者系移動系通信システムへの移行や、簡易

な利用のみを目的としてデジタル簡易無線を利用するユーザーが増加の傾向にあるものの、

デジタル技術を活用した高度な利用や災害時など非常時における通信輻輳の回避や秘匿性

の確保といった目的においても必要不可欠であり、今後も多くの分野で重要な役割を果たす

べく継続したニーズがあるものと考えられる。 

 

このような状況の中、現在のアナログシステムをデジタル化する際、画像やデータの利用、

低遅延の通信の確保、エリア内不感地帯の通信の確保などの高機能化やセキュリティの向上

など、さらに多様な用途での利用やニーズが顕在化している。 

また、デジタル方式の無線機の高度化により、監視・制御が容易になっていることから、新し

い技術の導入による運用管理の効率化、無線従事者の負担軽減のための方策についても検

討が必要となっている。 

 

1.2 調査検討の目的 

本調査検討では、このような課題に対して、自営系移動無線システムに関する現状の把握

とニーズ調査を行い、必要とされる技術的課題を整理することで求められる高度化のあり方と

自営系移動無線の将来展望を明らかにし、アナログ方式自営系移動無線などから、より利便

性を向上したデジタル方式への移行需要に応えデジタル化への移行を促進することにより、更

なる周波数の効率的利用に資することを目的に実施するものである。 
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1.3 調査検討項目 

1.3.1 自営系移動無線システムの現状に関する調査 

自営系移動無線に関する現状、システム構成について最新の状況及び需要動向を調査し、 

以下について、課題をとりまとめる。 

 

(ア) 自営系移動無線システムの変遷 

関係機関へのヒアリング・文献調査及び統計的データを調査・分析する。 

(イ) 自営系移動無線システムの現状と課題 

関係機関へのヒアリング・文献調査及び統計的データの調査・分析を行い、調査検討

の目的に則し、課題をとりまとめる。 

(ウ) 諸外国における利用動向について 

欧米諸国等において利用されている自営系移動無線システムの現状や利用動向につ

いて、関係機関へのヒアリング・文献調査及び統計的データを調査し、日本の利用実態

との比較・分析を行う。 

(エ) 自営系移動無線システムに関する需要動向と求められるニーズ 

(イ)で取りまとめた現状の課題を踏まえ、今後の需要傾向及び 10年程度先の需要規

模の予測を行う。 

 

1.3.2 自営系移動無線システムの高度化の方向性と将来展望 

1.3.1により顕在化した需要動向及びニーズを踏まえ、高度化に必要な技術的条件、並びに

無線従事者を含めた無線局管理の方向性について検討し、課題等を整理する。 

 

(ア) 自営系移動無線システムに必要な技術的要件 

自営系移動無線システムに求められるニーズを実現するために、具体的なユースケー

スごとに必要な技術的要件をとりまとめる。 

(イ)  自営系移動無線システムとしてあるべきモデルの提案 

前項までに顕在化した現在又は近い将来求められている自営系移動無線システムに

ついて、周波数有効利用の観点から好適なモデルの提案を行うこと。 

(ウ) 自営系移動無線システムに必要な技術的条件 

(イ)で検証（考察）されたモデルを実現するために、必要な技術的条件と課題をとりまと

める。 

(エ) 無線従事者の管理方策等その他付帯する事項の整理 

デジタル化による監視制御機能の充実など無線機器の高度化による必要な無線局管

理方法の効率化について検討する。 
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第2章 自営系移動無線とは 

2.1 本調査検討会における自営系移動無線の定義 

本調査検討会においては、自営系移動無線を以下のように定義する。 

 

総務省 情報通信統計データベース 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/denpa02.html 

に掲載されている用途別無線局数のデータにおいて、平成 26年度以降のものに用いられ

ている用途別分類 35のうち、次の 4つの用途を除いた用途に属するものとし、基地局および

陸上移動局を対象とする。 

 

⚫ 電気通信業務 

⚫ アマチュア 

⚫ MCA 

⚫ 簡易無線 

 

本報告書で用いる局数データは、特に断りがない限り、このデータベース上に掲載されてい

るものを用いることとする。 

 

また本調査検討会においては、用途別分類 35から上記 4つの用途を除いた用途 31のう

ち、次の①～⑤の用途を代表的なものとし、残りの 26の用途をその他(⑥)として扱う。 

 

① 陸上運輸 

② 消防 

③ 防災行政 

④ 上記以外の国家行政(表 2-2参照) 

⑤ 一般業務 

⑥ その他(上記 5つの用途を除く自営系移動無線(「放送」、「ガス」、「電気」や「上下水

道」などの用途(26用途))が含まれる。) 

  

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/denpa02.html
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2.2 業務連絡用の無線の定義 

また IP無線や簡易無線も含めた「業務連絡用の無線」も定義することとする。 

業務連絡用の無線とは、業務目的で使用される無線システムの内、音質を求めず、連絡用に

使用する無線のこととする。例えば、高品質な音声を伝送するための特定ラジオマイクなどはこ

れに含まれない。 

 

整理したものを表 2-1に示す。 

また、総務省情報通信統計データベースに掲載されているデータの例を表 2-2に示す。 

 

表 2-1 本調査検討会における無線システムの定義 

用途(全 35 の用途) 分類 説明 業務連絡用の無線 

電気通信業務 
IP無線 - 〇 

それ以外 - - 

アマチュア - 業務用ではない - 

MCA※ - - 〇 

簡易無線 - - 〇 

上記用途を除くもの

(31の用途) 

自営系移動無線 

総務省の用

途による分類

における「そ

の他」(表 2-2

参照) 

特定ラジオマイクなど、

業務連絡用途でないも

のを多く含むため、業務

連絡用の無線には含ま

ないこととする 

- 

「その他」以外

(30 用途) 
- 〇 

 

※ MCAは、”Multi Channel Access”の頭文字をとったもので、複数のチャンネルを複

数のユーザーが共同で利用することにより、一つの周波数を一ユーザーに割り当

てる方式に比べ、周波数をいっそう有効に利用できる通信方式のこと。 
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例として、総務省 情報通信統計データベースに掲載されている令和 4年度の局数を表 

2-2に示す。35の用途に分類されていることが分かる。 

自営系移動無線から除外した 4つの用途を網掛けで示す。 

 

表 2-2 令和 4年度の自営系移動無線の局数 

用 途 基地局 陸上移動局 

電気通信業務     

陸上運輸 20,553 211,471 

海上水上運輸 16 88 
航空運輸                  220 5,205 

新聞                  41 347 
放送 98 12,913 

漁業 22 226 
ガス 546 9,905 

熱供給事業 1 12 
電気 3,052 25,152 

上下水道 471 6,420 
港湾 66 1,341 

港湾工事  44 403 
水防水利道路 10,617 17,638 

農林業 45 389 
消防 2,617 128,932 

救急医療 165 3,045 
救難 10 257 

気象 24 59 
防災行政 2,066 85,318 

地方行政 72 812 
公害対策     

防災対策 175 4,982 
警備 138 2,865 

宇宙開発 1 1 
教育 132 18 

学術研究 5 101 
上記以外の国家行政 7,198 161,765 

外国公務 10 508 
アマチュア                     

スポーツ・レジャー             10 2,561 
簡易無線    

MCA                      

一般業務 5,041 119,397 

その他                   4,328 71,000 

総務省 情報通信統計データベースに掲載されているデータを加工 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/denpa02.html 

  

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/denpa02.html
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2.3 自営系移動無線の特徴 

近年局数の増加が著しい IP無線(※)や簡易無線と自営系移動無線との比較を表 2-3に

示す。他と比較し、優位と考えられる項目を水色で示す。 

 

※「3.5 IP無線の利用者数の増加について」参照 

 

表 2-3 自営系移動無線と IP無線、簡易無線との比較 

項目 自営系移動無線 IP無線 簡易無線 

利用可能な周波数 業種や用途に適した

専用の周波数が利

用可能 

利用する周波数を意

識することなく利用

可能 

決められた周波数か

ら選択して利用する 

初期費用 高い 低い 自営系移動無線と

同等程度 

ランニングコスト 月々の利用料金は

発生しないが、定期

点検等に費用が掛

かる場合がある 

高い(月額利用料金

が必要) 

低い 

混信の可能性 低い 低い 高い 

災害発生時やイベン

ト開催時など、利用

が集中したときに輻

輳が発生する可能

性 

専用周波数を利用

するため発生しない 

携帯電話の通信網

を利用するため高い 

利用できる周波数が

限られているため高

い 

無線従事者資格の

要否 

必要 不要 不要 

ユーザーによる無線

局の開局手続き 

必要 不要 必要※3 

即時性 高い※1 低い 高い※1 

通話可能エリア 構築するシステムに

よる※2 

広い 狭い 

※1 PTT(Push To Talkスイッチ)を押して話すだけの操作で良く、手軽に使用できる

上、即時性にも優れる 

※2 ユーザーの用途に応じた通信エリア構築が可能 

※3 登録局は、登録手続きが必要 

また自営系移動無線は、IP無線や簡易無線とともに、一斉同報が可能という特長を持って

いる。これは携帯電話にはない大きなメリットと言える。 
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第3章  自営系移動無線の現状 

3.1 自営系移動無線の内訳 

図 3-1に自営系移動無線における基地局と陸上移動局の比率を示す。 

基地局:陸上移動局の比率は、1:15程度となり、平均的には、システムの規模はあまり大き

くないことが想定される。 

 

 

図 3-1 自営系移動無線の基地局と陸上移動局の比率(令和 4年度) 

  

基地局
57,784 

6%

陸上移動局
873,131 

94%

自営系移動無線の

基地局と陸上移動局の比率

令和4年度
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図 3-2に自営系移動無線の用途別比率を示す。 

陸上運輸が最も多く、国家行政、消防と続く。 

 

 

図 3-2 自営系移動無線の用途別比率 

  

陸上運輸
232,024 

25%

国家行政（上

記以外）
168,963 

18%

消防
131,549 

14%

一般業務
124,438 

13%

防災行政
87,384 
10%

その他
186,557 

20%

自営系移動無線の用途別比率

令和4年度
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3.2 自営系移動無線の局数推移 

図 3-3は、令和 4年度を 1 として、それぞれの局数の 10年間の推移を表したものである。 

平成 25年度までと、平成 26年度以降で、用途別分類方法が変更となったため、整合性が

取れていないと思われる平成 25年度の一般業務及びその他の局数は省略した。 

消防及び国家行政以外では、「減少」の傾向を示しており、特に陸上運輸及び防災行政の

減少が著しい。 

携帯電話の業務利用、簡易無線への移行、IP無線の普及などが影響しているものと考えら

れる。 

 

 

図 3-3 自営系移動無線の局数推移 

 

国家行政(上記以外)の局数変化が大きい理由の一つに、オリンピック開催が関係している。 

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

自営系移動無線の推移

基地局 陸上移動局

陸上運輸 消防

防災行政 国家行政（上記以外）

一般業務 その他

合計
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3.3 簡易無線の局数推移 

図 3-4は、簡易無線の局数推移を表したものである。 

平成 25年度の局数が 780,838局、令和 4年度が 1,430,705局と、9年間でほぼ倍増して

いることが分かる。 

 

 

図 3-4 簡易無線の局数推移 
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3.4 携帯電話の局数推移 

図 3-5は、携帯電話の加入者数の推移を表したものである。平成 8年頃から一般に普及し

始め、現在もなお加入者数が増加し続けている。 

 

 

一般社団法人電気通信事業者協会 HP(https://www.tca.or.jp/)の公開データから作成 

図 3-5 携帯電話の加入者数推移 
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3.5 IP無線の利用者数の増加について 

ユーザーアンケート(6.3.9 IP無線の利用の有無 参照)の回答や構成員作成の発表資料

(資料編資料４ 参照)等から、IP無線の利用者は年々増加しているものと予想される。 

しかしながら、次のような理由から、その利用者数を統計的に調査することは、現実的に難

しいと判断される。 

 

⚫ 携帯電話のキャリアが用意する回線(SIMカード)の一部が IP無線に利用されており、

IP無線専用に利用されている回線数が公表されていない。 

⚫ スマートフォンやタブレットなどの IP端末にアプリケーションをインストールすることで、

それらの端末を IP無線として利用できるものもあるため、IP無線機単体をカウントする

調査手法は適用できない。 

 

統計的データは確認できないものの、IP無線の利用者は近年増加を続けているものとして

本調査検討を進めることとした。 
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第4章 自営系移動無線の利用事例 

この章では、自営系移動無線を有効に利用している事例をいくつか紹介する。 

4.1 IP無線との相互接続 

自営系移動無線は、通話エリア拡大のために IP無線と相互接続して利用されることがあ

る。 

携帯電話の基地局が無いような過疎エリアでは自営系移動無線を利用し、都市部など携帯

電話の基地局が整備されている一方、電波伝搬に不利なエリアでは IP無線を利用する。 

これらを組み合わせ、お互いの長所を生かすことで、効率的にエリアを拡大する。 

 

 

図 4-1  IP無線との相互接続例 

 

4.2 無線局の共同利用 

自営系移動無線は、無線局の設置や運営にかかるコストを抑えるため、共同で基地局を運

営することがある。生産、配送等にかかる通信を共同で行うことで効率化が図れる。 

ただし基地局を共同で利用するには、運営主体の設立が前提となる。 

 

 

図 4-2 無線局の共同利用例 
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4.3 中継機の利用(遠隔接続がない場合) 

通話エリア拡大のために、中継機を利用することがある。 

この例では、中継機が設置される無線局は基地局と固定局の二重免許が必要となり、本

社、支社、工場の無線局は、空中線を固定して使用するため固定局となる。その他の移動す

る無線局は陸上移動局となる。 

 

 
図 4-3 中継機の利用例(遠隔接続がない場合) 

 

4.4 中継機の利用(遠隔接続がある場合) 

通話エリア拡大のため、中継機を遠隔通信線で接続することがある。 

離れた事業所間を接続するケースのほか、電波が届きにくいビル内の通話エリア確保など

にも利用される。一方の基地局が中継動作をする際、他方も同様の音声を中継送信すること

で、離れたエリアをカバーする。複数基地局の同時送信が行われる。 

 

 
図 4-4 中継機の利用例(遠隔接続がある場合) 
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4.5 複数基地局の利用 

通話エリア拡大のため、IP網などを利用し、複数の基地局を離れた場所から制御すること

がある。この例では、山上の他、本社、A支社、B支社にも基地局が設置され、本社、A支社、

B支社から、いずれかの基地局を選択して送受信することが可能である。 

 

 

図 4-5 複数基地局の利用例 
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4.6 送信タイミング同期方式の利用 

通話エリア拡大時の周波数の有効利用のため、送信タイミング同期方式を利用することが

ある。 

各基地局間の送信タイミングを同期し、同一周波数を繰り返し利用する。 

通信ゾーンの切り替え制御が不要、簡便となり、周波数が有効利用できる。同期をとるため

に GPSなどを利用する。（なお、送信情報は、すべての基地局で同一となる。） 

 

 

図 4-6 送信タイミング同期方式の利用例 

 

4.7 その他の利用事例 

⚫ ゴルフカート位置管理システム(GPSを利用) 

⚫ GPS補正信号を送信するために利用する 

⚫ データ伝送(画像、GPS、メールなど)に利用する 

⚫ 自営系移動無線に MCAアドバンスを組み合わせて、冗長性を高める 
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第5章 自営系移動無線の今後 10 年の局数予測 

5.1 局数予測の手法について 

局数予測には、最小二乗法を用いた線形回帰モデルを用いた。 

y = ax + b 

説明変数(x) 1900年 1月 1日を 1 とし、それから何日経過したかを表すシリアル値。

統計データの局数を当該年度の 12月 31日のものとして計算した。(※) 

目的変数(y) 無線局数 

傾 き ( a )  

切 片 ( b ) 説明変数が 0のときの y軸との交点。 

今回の計算においては、1899年 12月 31日時点における局数予測とい

うことになる。 

※無線局数推移データは、各年度末(3月 31日)のものであるが、1月 1日～3月 31日

はコンピュータ上、翌年扱いとなってしまうため、計算上は 12月 31日のものとして扱うこと

とした。毎年 3月 31日であっても、12月 31日であっても、1年間隔の等差数列であること

に変わりがないため、計算結果に差は出ない。 

 

線形回帰モデルで予測した際、決定係数が導き出される。この値は、0～1の間を取り、1

に近いほど予測精度が高いことを示す。 

 

各局数予測グラフの下に、傾き(a)、切片(b)および決定係数を記載する。 

 

この局数予測では、2025年日本国際博覧会(大阪・関西万博）、2027年国際園芸博覧

会等のイベント開催およびアナログ簡易無線局（アナログ方式の周波数を使用する

350MHz及び 400MHz帯の簡易無線局）の周波数の使用期限(令和 6年（2024年）11月

30日まで)による影響を考慮していない。 
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5.2 局数予測(自営系移動無線全体) 

自営系移動無線全体の局数予測は次のとおりである。 

今後も引き続き、緩やかに減少していくものと予測される。 

 

 

傾き(a)=-66.29845 / 切片(b)=3924899 / 決定係数=0.857817 

図 5-1 自営系移動無線全体の局数予測(基地局+陸上移動局) 
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傾き(a)=-1.67623 / 切片(b)=133443.7 / 決定係数=0.788777 

図 5-2 基地局の局数予測 

 

 

傾き(a)=-64.6222 / 切片(b)=3791455 / 決定係数=0.858716 

図 5-3 陸上移動局の局数予測 
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5.3 局数予測(用途別・基地局と陸上移動局を合わせたもの) 

陸上運輸の局数予測は次のとおりである。 

令和 4年度(令和 5年 3月)の実績が約 23万局に対し、その 10年後である令和 14年

度の予測が約 8.9万局となっている。約 6割減少するものと予想される。 

通話エリア確保が容易に行える IP無線等に移行していることなどが要因と考えられる。 

 

 

傾き(a)=-39.3731 / 切片(b)=2001419 / 決定係数=0.986566 

図 5-4 陸上運輸の局数予測 
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消防の局数予測は次のとおりである。 

平成 28年度にデジタル化が完了しており、その直前数年間は、アナログ→デジタル切り

替えのために、一時的に局数が増加したものと思われる。よって、過渡期である平成 27年

度以前のデータを除いて予測した。 

本調査検討会で取り上げた自営系移動無線を代表する 5つの用途の中では、唯一増加

すると予測される。 

 

 

傾き(a)=2.583561 / 切片(b)=16271.99 / 決定係数=0.875164 

図 5-5 消防の局数予測 
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防災行政の局数予測は次のとおりである。 

 

 

傾き(a)=-9.60045 / 切片(b)=522141.9 / 決定係数=0.926552 

図 5-6 防災行政の局数予測 
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国家行政の局数予測は次のとおりである。 

局数推移実績において、令和元年度から令和 3年度にかけて大きく変動しているのは、

オリンピック開催に関連する需要が影響しているものと考えられる。 

 

 

傾き(a)=-3.95801 / 切片(b)=350563.9 / 決定係数=0.139709 

図 5-7 国家行政の局数予測 

 

一般業務の局数予測は次のとおりである。 

 

傾き(a)=-6.77197 / 切片(b)=430864.1 / 決定係数=0.887313 

図 5-8 一般業務の局数予測 
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その他(自営系移動無線から上記 5つの用途を除いたもの)の局数予測は次のとおりであ

る。 

 

 

傾き(a)=-4.8217 / 切片(b)=409204.5 / 決定係数=0.352662 

図 5-9 その他(自営系移動無線から上記 5つの用途を除いたもの) の局数予測 
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5.4 局数予測(その他に分類した用途の分析) 

令和 4年度の統計データから、その他に分類した用途のうち、基地局数の多い上位 4つ

の用途について、過去の実績調査及び将来の局数予測を実施した。ただし、「その他」は対

象外とした。これは、「その他」には特定ラジオマイクなど、本調査検討会が対象とする業務

連絡用の無線システムとは異なる用途のものが多数含まれているためである。対象の用途

を下表水色で示す。 

 

表 5-1 その他に分類した用途の中から追加で予測した 4つの用途(数値は基地局の局数) 

水防水利道路   10,617 農林業 45 

その他                   4,328 港湾工事  44 

電気 3,052 新聞                  41 

ガス   546 気象   24 

上下水道 471 漁業   22 

航空運輸                  220 海上水上運輸 16 

防災対策 175 救難 10 

救急医療 165 外国公務 10 

警備  138 スポーツ・レジャー             10 

教育  132 学術研究 5 

放送   98 熱供給事業 1 

地方行政   72 宇宙開発 1 

港湾 66 公害対策  0 
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局数予測は次のとおりであった。 

いずれも、今後、減少する見込み（予測）にある。 

 

 

単回帰式(y =  ax + b)の定数 a b 決定係数 

水防水利道路 -2.9109467 159310.049 0.88071041 

電気 -0.6181922 56243.4031 0.81795274 

ガス   -0.8250867 47607.717 0.96515268 

上下水道 -1.1964965 60768.6606 0.98530701 

図 5-10 その他に分類した用途の中から追加で予測した 4つの用途についての局数予測 
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5.5 局数予測(簡易無線) 

簡易無線についても同様に局数予測したところ、下図のとおりであった。 

簡易無線は急速に増加しており、令和 4年度末現在、約 143万局であるのに対し、10

年後の令和 14年度末には 218万局となる予測結果が得られた。 

 

 

傾き(a)=-66.29845 / 切片(b)=3924899 / 決定係数=0.9544696 

図 5-11 簡易無線の局数予測 
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図 5-12に局数予測結果が減少傾向である自営系移動無線の局数と増加傾向にある簡

易無線の局数を積み上げたグラフを示す。自営系移動無線の減少と比較し、簡易無線の増

加が大きく、合算すると増加傾向であることが分かった。 

 

 

図 5-12 自営系移動無線の減少と簡易無線の増加 
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図 5-13に予測した自営系移動無線と簡易無線の局数の割合を示す。 

従来は自営系移動無線の局数が簡易無線の局数を上回っていたが、平成 28年度(実

績)には逆転し、令和 15年度には、簡易無線が自営系移動無線の約 4倍の局数になる予

測結果が得られた。 

 

 

図 5-13 自営系移動無線と簡易無線の割合 
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5.6 局数予測に関する考察 

5.6.1 自営系移動無線の局数減少の要因として考えられること 

自営系移動無線の局数が減少している一方で、IP無線や簡易無線を含めた業務連絡用

の無線局数は増加を続けている。連絡手段として、これらの無線システムが引き続き求めら

れている一方で、自営系移動無線の局数が減少する理由としては、設備更新等の負担の

ほか、免許申請手続きが煩雑であったり、人手不足等により従事者資格を有する者の確保

が難しいことなどが考えられる。 

さらに、IP無線の利用者が年々増加していることを踏まえると、デジタル技術を活用し、業

務を効率化する DX(Digital Transformation)の進展や陸上運輸のように広いカバーエリア

が必要な業種では、容易にエリア確保が可能な IP無線への移行が進んでいることも考えら

れる。 

 

5.6.2 無線局数の減少により懸念されること 

自営系移動無線の局数減少は、これらの無線機器の出荷台数の減少につながる。市場

の縮小に伴う生産台数の減少は、無線機器一台あたりにかかる設計・製造コストや、使用

パーツのコスト上昇などに繋がり、低廉な無線システム構築の妨げとなることが懸念され

る。 

また、自営系移動無線の局数が減少することにより、これらに割り当てられた電波の利用

効率が低下するなど、周波数有効利用の観点からも望ましくない状況が生じる恐れがある。 

 

5.6.3 自営系移動無線の将来について 

局数予測の結果から、自営系移動無線は今後更に減少していく可能性が高いことが示唆

されている。加えて、令和 6年度から 「公共安全モバイルシステム」 (旧:公共安全 

LTE(PS-LTE))の実用化が開始される見通しにつき、国家行政や消防等の局数が減少する

可能性も考えられる。 

自営系移動無線の局数が減少することで、無線機器の価格上昇につながるなどのユー

ザーへの不利益や電波の利用効率の低下等、電波の有効利用の観点から望ましくない状

況が生じることが懸念される。自営系移動通信のユーザーの減少を防ぎつつ、新たなユー

ザーを獲得するための取り組みが求められる。 

そのため、今後の技術動向やユーザーニーズ等を踏まえた自営系移動無線システムの

構築に向け、検討を進める必要がある。 

また、ユーザーが自営系移動無線システムを利用しやすいよう、手軽にエリア確保が図れ

るようにするなど、ユーザーニーズ等を考慮したアプリケーションへの展開も必要と考えられ

る。 
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第6章 ユーザーアンケート 

6.1 ユーザーアンケートの実施方法 

本調査検討会では、自営系移動無線のユーザー(免許人)に対して、アンケート調査を実施し

た。 

 

調 査 期 間 令和 5年 11月 10日～令和 6年 1月 9日 

調 査 方 法 メールにより、依頼、回収 

調 査 対 象 九州総合通信局管内の以下のエンドユーザー(免許人) 

⚫ 全国陸上無線協会 九州支部様にご協力いただき、ご紹介いただいた自

営系移動無線のエンドユーザー(免許人) 

⚫ 九州総合通信局により選ばれた大口自営系移動無線のエンドユーザー

(免許人) 

回 答 数 28社(団体) 

質 問 内 容 資料編資料６参照 

6.2 回答されたユーザーの内訳 

表 6-1 回答されたユーザーの内訳 

無線局の目的 用途 業種 回答数 アナログ デジタル 

一般業務用 

各種業務用 

土木・建築(生コン・大型

ダンプ等) 
4 4 0 

教育施設 1 1 0 

警備 1 1 0 

地震又は火

山噴火予知

観測用 

大学 1 1 0 

公共業務用 

貨客運送事

業用 

バス 2 2 1 

鉄道 10 10 4 

索道事業用 索道 1 1 0 

電気事業用 電気 2 2 1 

ガス事業用 ガス 4 4 0 

高速道路事

業用 
高速道路 1 0 1 

赤十字用 赤十字 1 1 0 

回答総数・(アナログ/回答総数)率・(デジタル/回答総数)率 28 96% 25% 
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6.3 ユーザーアンケートの回答 

6.3.1 通信用途 

 

 

図 6-1 通信用途 

 

すべてのユーザーは、音声通話に利用しており、28社中、3社はデータ通信にも利用して

いる。 
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6.3.2 アナログ/デジタル 

 

 

図 6-2 アナログ/デジタル 

 

多くのユーザー(約 96%)は、アナログ方式を利用している。 

デジタル方式のみ利用しているユーザーは、1社（高速道路事業者）のみであった。 
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6.3.3 初期費用について 

 

 

図 6-3 初期費用について 

 

約 71%のユーザーが、初期費用について満足、もしくは概ね満足している。 

4%(1社)のみ、不満との回答にあり、理由は、費用が高いとの理由にあった。 
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約 71%のユーザーが、概ね満足しているものの、以下のコメントがあった。 

⚫ 高い(不満と回答したユーザー) 

⚫ 現在は非常災害時のための設備となっているため、少しでも初期費用は抑えたい。

(何とも言えない・分からないと回答としたユーザー) 

⚫ 無線に関する機器については、高止まりしている傾向がある。(概ね満足していると

回答としたユーザー) 

⚫ 新規無線システムの導入に興味はあるが、費用の面で断念しているのが現状となっ

ており、今後の無線システム運用をどのように進めて行くべきか苦慮している。 (概

ね満足していると回答としたユーザー) 

 

ユーザーの業種や会社規模などによって、初期費用に対する判断基準は変わってくるも

のと考えられるが、無線機器の初期導入にかかる費用は、可能な限り抑えられるようにする

ことが望ましく、価格上昇を抑えつつユーザーの利便性を高める技術の導入や低廉化を考

慮した技術的条件の検討等を行う必要がある。 
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6.3.4 費用対効果について 

 

 

図 6-4 費用対効果について 

 

約 52%のユーザーが、費用対効果について満足している。 

4%(1社)のみ、満足できていない回答にあり、無線設備の点検のためにメーカーに支払う

維持費用が高額との理由にあった。 
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以下のコメントがあった。 

 

⚫ 点検をメーカーに依頼しており、高額な維持費用がかかるため、満足できるものでは

ない。 

⚫ 定期点検等を業者に依頼しており、コストがかかっている。 

⚫ 継続的なコスト削減に取り組んでいるため、導入・維持費用の低減は必要と考える。 

 

導入時だけでなく、維持費用の低減は重要な課題と考えられる。 

一方、以下のコメントもあり、自営系移動無線の重要性が認識されているものと考えられ

る。 

 

⚫ 安全輸送を維持していく中で、重要な無線システムとなっているため、初期費用は高

額であるが導入したことに満足している。 

⚫ 主に災害時に備えたものとなっているため、費用対効果については測れない。ただ

過去の大規模災害において、無線は有用であったとの報告があるため引き続き運用

していくことを考えている。 

⚫ 携帯電話の通話エリア拡大により無線通信の利用範囲は限られているため、以前ほ

ど費用対効果は感じられない。しかし、それは平時の話であって、緊急時には必ず必

要になってくるものであるため、一概に費用対効果を明言できない。 
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6.3.5 構成・使い勝手について 

 

 

図 6-5 構成・使い勝手について 

 

約 78%のユーザーが、構成・使い勝手について満足、もしくは概ね満足している。 

約 7%(2社)については、やや不満があるとのこと。理由は、「通信感度が悪い時がある」

というものと、「現在一波利用だが、上り下り二波に分けて利用したい」というものであった。

概ね満足してはいるものの「本州との混信がまれに発生するので、混信が起こりにくくなると

より便利に使える」というコメントもあった。 
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6.3.6 通話エリアの変化(減少)の有無について 

 

 

図 6-6 通話エリアの変化(減少)の有無について 

 

約 21%のユーザーにおいて、導入当初と比較して、通話エリアが狭くなったと感じている。 

市街地等で建物が増えたことや、山間部等で樹木の状況に変化があったことなどが原因

として挙げられていた。VHF利用 3社、UHF利用 2社、VHF+UHF併用 1社。 
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通話エリアに対して、以下のコメントがあった。 

 

⚫ 市役所付近や自社工場での通話が最近不安定になってきている。 

⚫ マンション建設等による地形の変化で通話できなくなってきているエリアがある。 

⚫ 家屋の建築・雑木の成長により無線への影響が増えている。 

⚫ 山間部等において現地の状況変化（樹木等）で通話エリアが当初と比べて繋がりにく

くなっていることがある。 

 

周波数帯(VHF/UHF)によらず、市街地等でのマンション建設や山間部等の状況変化で、

導入当初より繋がりにくくなってきているユーザーがいることが分かった。 
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6.3.7 将来実現してほしい機能について 

 

 

図 6-7 将来実現してほしい機能について 
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将来実現してほしい機能に対するコメントは、以下のとおりであった。 

 

⚫ 更なるコスト低減のため、例えば、各社が個別でシステムを構築するのではなく、移動無線

システムをサービスとして提供いただき、必要な利用者が使用するなど、事業者全体として

効率的な設備保有形態が実現できないか。 

⚫ 低軌道衛星等を活用することによるコスト低減および不感地域の解消等は実現できない

か。 

⚫ 5GHz帯など、ドローンで利用しやすく規制を緩和してほしい。 

⚫ 列車無線設備をデジタル方式にした場合、基地局の増設になり、工事費がかなり高額にな

るので、アナログ方式は残してほしい。また、10年以内に更新計画があるので、アナログ方

式は残してほしい。 

⚫ 公衆無線電波について､イベント時(花火大会等々)に輻輳して使えない状態にあり(来場者

等の利用により逼迫する)､優先設定等の契約等で重要な無線通信切断されず可能になる

ように､携帯通信事業者に指示して改善して頂きたい。 

 

など、無線局の共同利用、無線システムの高度化提案の他、アナログ方式を継続利用したい、

IP無線等がイベント時等に輻輳で利用できないため優先度を設定して重要なユーザーには優先

して使えるようにしてほしいなどのコメントがあった。 
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6.3.8 中継機があれば利用したいか 

 

 

図 6-8 中継機があれば利用したいか 
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6.3.9 IP無線の利用の有無 

 

 

図 6-9 IP無線の利用の有無 

 

約 79%のユーザーが、IP無線を利用していない。 

約 14%(4社)のユーザーは、IP無線を利用しているが、そのうち 3社は自営系移動無線

との相互接続を望んでいる。一方で、災害時等に IP無線は利用できないことがあるため、

導入を断念した過去があるとの声もあった。他の 1社については、市の防災システムとの

接続のために利用しており、日常的な利用はしていないとの調査結果にあった。 
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利用中のユーザーの声として「資格不要で用いることができるため、簡単な連絡に使用し

ている。音声の遅延がもう少し減少するとさらに便利に使用できる。」といったコメントがあっ

た。 

6.4 考察 

6.4.1 自営系移動無線について 

ユーザーは自営系移動無線について、概ね満足していることが分かった。 

これは、ユーザーのニーズを満たすシステムを販売店やメーカーが調査、設計したのち

に、提案、導入しているためと考えられる。 

 

このように構成・使い勝手において、満足、もしくは概ね満足しているとの回答が 78％あ

る反面、「将来実現してほしい機能」の調査では、 

① 安定した通信ができるようにしてほしい 

② 不感地帯を解消してほしい 

③ 高音質の音声通話ができるようにしてほしい 

④ 位置情報など、音声以外のデータの伝送が簡単にできるようにしてほしい 

といったニーズが上位に挙がっている。 

 

6.4.2 導入費や維持費について 

導入費用や費用対効果へのコメントとして、「非常災害時のための設備となっているため、

少しでも初期費用は抑えたい」等、ミッションクリティカルのために導入していることも多く、初

期費用及び維持費用を抑えられるシステムの提案が望まれる。 

これには、ユーザーのニーズにもあった、無線局の共同利用等が有効な手段ともいえる。 

 

「デジタル方式にした場合、基地局の増設になり、工事費がかなり高額になるので、アナロ

グ方式は残してほしい。」とのニーズがある。 

アナログ方式と比較して、基地局が増えないようなデジタル方式のシステム提案のあり方

の検討(変調方式などだけでなく、回線設計なども含めた)を今後行っていくことが、デジタル

化を推進するために必要と考えられる。 

 

検討を進める上では、次のような条件を考慮する必要がある。 

 

⚫ 無線方式(変調方式等)については、現行の無線設備規則に規定する方式から選定

することが、デジタル化移行の容易性・経済性の観点から現実的である。 

⚫ 今般の検討課題にある「中継機能」の採用は、運用形態に適合する場合にあって

は、中継用無線局の新設を許容する範囲で有効である。 

⚫ ユーザー分野によっては、免許人で構成する協議会標準規格（仕様）も既に規定さ

れているケースも多いと想定される。 

⚫ 免許人によって無線システムに求められる要件も様々と想定される。 
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6.4.3 通話エリアの変化(減少)について 

「通話エリアの変化(減少)について」の質問に対して、 

 

「市役所付近や自社工場での通話が最近不安定になってきている。」 

 

との回答が得られた。これは、VHF帯を利用中のユーザー(土木・建築(生コン・大型ダン

プ等)関連)によるものであった。 

 

無線通信の確実な運用のため、良好な電波利用環境が確保される必要があるが、近年、

以下のような課題も散見される。 

 

再生可能エネルギーのひとつである太陽光発電システムや LED照明システムの普及が

全国的に進展する状況にあり、これらのシステムは、近年世界的な課題となっている気候変

動問題の是正の観点から有効なシステム・設備と考えられる。 

一方、このようなシステム・設備から発生する、特に VHF帯の放射妨害波等の電磁波

が、防災行政無線システム（60MHz帯）、戸別受信機（60MHz帯）、あるいは、鉄道無線

（150MHz帯）などをはじめとする重要無線通信システム、あるいは自営系無線システムの

無線設備に対する受信障害問題を発生させた事例も存在する。 

広く自営系無線システムは、今般の調査検討対象の一部でもある公共公益性の高い社

会インフラを始めとして、災害発生時の人命の安全確保・財産の保全、平時の地域住民へ

の行政サービスや鉄道の安全運行に重要な役割を果たすものであり、確実な運用のため、

良好な電波利用環境が確保される必要がある。 

今後の自営無線の将来像を見据える上で、良好な電波利用環境の確保は極めて重要で

あり、このような直接的に電波を使用しないシステム・設備に対しても、妨害波の発生を抑

制するための取組を進めるなど、必要により、関係省庁間の連携を含めた、広く包括的かつ

継続的な取組み等を検討していくことが必要であると考えられる。 
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6.4.4 変調方式・通信方式 

回答頂いた 28社中 27社(約 96%)がアナログ方式の無線システムを使用していることか

ら、不感地帯や弱電界エリアでの受信音声へのノイズ重畳をある程度受け入れた形で、概

ね満足して、利用しているものと考えられる。 

しかしながら、先にまとめたニーズのなかに、 

 

① 安定した通信ができるようにしてほしい 

③ 高音質の音声通話ができるようにしてほしい 

 

が挙がっていることから、 

 

⚫ 安定した通信の実現 

⚫ 受信音声へのノイズ重畳低減に有効なデジタル方式への移行 

 

等の検討が必要と考えられる。 

 

安定した通信を求めるニーズに関しては、フェージングによる不安定な受信状態が要因の

一つと想定される。また、高音質の音声通話については、ユーザーにより求められる品質は

異なるものの、アナログ方式を利用しているユーザーが多いことから、受信感度内のノイズ

低減を求めていることが要因の一つと想定される。 

これらについては、デジタル方式への移行を進めることで、改善が期待できる可能性があ

ると考えられる。デジタル方式に移行することで、フェージングに強く、さらに感度内で発生

する受信音声へのノイズ重畳の低減が期待できる。 

 

 

図 6-10 デジタル方式とアナログ方式による通話品質(受信音声へのノイズ重畳)の違い 
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先にまとめたニーズの中から、 

 

① 安定した通信ができるようにしてほしい 

② 不感地帯を解消してほしい 

 

のふたつのニーズに対しては、ユーザー分野、システム形態、あるいはユースケースによ

り異なるものの、第二回調査検討会で検討した、 

 

⚫ 自営系移動無線システムと IP無線との相互接続による補完運用 

および 

⚫ 中継機利用による不感地帯の解消 

 

が有効であるケースがあるものと考えられる。 

 

IP無線は、山間部等、携帯電話網サービス(エリア)が十分でない利用環境では使用でき

ないため、利用可能条件が限定される。また、災害発生時に輻輳が発生するなどのリスク

があるため、ミッションクリティカルを求められるユーザーにおいては、慎重な選択が必要と

なる。 

 

IP無線との相互接続を検討する上で、イベントや災害発生時等に、IP無線側が輻輳して

利用しづらくなることの解消も課題である。 

 

6.4.5 高度化について 

その他、ニーズの上位に挙がった 

 

⚫ 位置情報など、音声以外のデータの伝送が簡単にできるようにしてほしい 

⚫ 画像や映像などの大容量のデータの伝送ができるようにしてほしい 

 

等、無線システムの高度化についても、今後さらに検討を進めていく必要である調査・分

析結果にある。 
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第7章 自営系移動無線に求められるニーズ 

7.1 すでに実現されているものの課題が残されているもの 

7.1.1 複数基地局からの同時送信について 

複数基地局からの同時送信には、次のような課題がある。 

⚫ 基地局ごとに識別信号が異なるため、複数基地局から同時送信することが制限され

る。 

⚫ 無人運用される基地局の異常を監視するための装置が必要となる。特に重要な無

線システムにおいては、無線システムの異常を検知する監視装置をユーザーが要望

することもあるが、そうではない無線システムにおいては、初期費用やランニングコス

トが増加する要因となるため、不要であることが望まれる場合も少なくない。 

 

 

図 7-1 複数基地局からの送信に関する課題 
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7.1.2 IP無線との相互接続について 

IP無線との相互接続には、次のような課題がある。 

⚫ IP無線側では、音声で識別信号を伝える必要が無く、自営系移動無線側の識別信

号の取り扱いがあいまいになる懸念がある。 

⚫ 相互接続される無線機は、無人運用となることが懸念され、この場合、無人運用され

る基地局の異常を監視するための装置が必要となる。特に重要な無線システムにお

いては、無線システムの異常を検知する監視装置をユーザーが要望することもある

が、そうではない無線システムにおいては、初期費用やランニングコストが増加する

要因となるため、不要であることが望まれる場合も少なくない。 

⚫ IP無線の利用者が自営系移動無線に接続されていることを認識する必要がある。 

 

 

図 7-2 IP無線との相互接続に関する課題 
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7.1.3 中継機の利用について 

⚫ 中継機を設備する無線局は基地局として運用されるため、無人運用される場合は、

異常を監視するための装置が必要となる。特に重要な無線システムにおいては、無

線システムの異常を検知する監視装置をユーザーが要望することもあるが、そうで

はない無線システムにおいては、初期費用やランニングコストが増加する要因となる

ため、不要であることが望まれる場合も少なくない。 

⚫ 中継動作する際の識別信号の取り扱いが明確になっていない。 

⚫ 中継に利用される周波数ペアが割り当てられているが、複数のペアを同時に使用す

る際、それぞれのペア同士の組合せで利用する必要があるため、周波数の利用効

率が悪くなることも想定される。 

 

 

図 7-3 中継機運用に関する課題 1 
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図 7-4 中継機運用に関する課題 2 
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7.1.4 データ通信での活用について 

データ通信での利用には、次のような課題がある。 

⚫ データ通信では、音声で識別信号を伝える必要が無く、識別信号の取り扱いがあい

まいになる懸念がある。 

⚫ 音声通信が主体の自営系移動通信においては、できる限り狭い周波数帯域に制限

することにより周波数の有効利用効率の改善を図ってきたが、データ通信において

は、こうした手法だけでは周波数の有効利用が図れない可能性がある。 

⚫ 位置情報の活用や IoT、計測データ伝送等、データ通信による新たなニーズへの対

応において、周波数の利用効率を図りつつ、効率的にデータ通信を活用することを

考慮した基準（通信時間、通信間隔等）が存在しない。 

 

 

図 7-5 データ伝送に関する課題 
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7.2 ユーザーアンケートによるもの 

6.4.1で考察したとおり、ユーザーアンケートにより抽出された「将来実現してほしい機能」の

上位は以下のとおりである。 

 

⚫ 安定した通信ができるようにしてほしい 

⚫ 不感地帯を解消してほしい 

⚫ 高音質の音声通話ができるようにしてほしい 

⚫ 位置情報など、音声以外のデータの伝送が簡単にできるようにしてほしい 
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第8章 自営系移動無線の高度化の方向性と将来展望の取りまとめ 

第 7章で取りまとめた課題に対応する高度化の方向性について、次のとおり取りまとめた。 

8.1 複数基地局からの同時送信について 

(ア) 運用方法(識別信号の送信)に関する緩和 

既存のデジタル方式の無線機が持つ機能(自局名送信機能等)※を識別信号として利用し、

送信の都度、識別信号を自動的に付加すること。 

→ 基地局ごとに異なる識別信号を付加することが可能となる。 

→ 新たな無線機を開発する必要がなく、既設局でも利用できる。 

→ 移動局等にも同様に利用すれば、無線局の運用方法も簡単に使いやすくなる。 

 

(イ) 無線従事者による無線局監視制御の緩和 

① 自局の障害（送信装置の発振回路が正常な周波数を生成できない故障が生じた場合

等）を検知し、自動的に電波の発射を停止する機能を持たせる。 

② 連続送信を防止する機能を持たせる。 

→ 無線設備監視装置を省略できる。 

 

図 8-1 複数基地局からの送信に関するイメージ図 

 

 

※既存のデジタル方式の無線機が持つ機能(自局名送信機能等)について 

一例として、一般社団法人 電波産業会が定める ARIB STD-B54標準規格（放送

事業用 4FSK連絡無線方式）で規定される個別 IDや発信者名情報などが利用で

きる。 

また、現在、他のデジタル無線方式に関する標準規格、あるいは、運用されている

すべてのデジタル方式の無線機が、これらの機能を有しているわけではない。 
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8.2 IP無線との相互接続について 

(ア) 運用方法(識別信号の送信)に関する緩和 

既存のデジタル方式の無線機が持つ機能(自局名送信機能等)を利用し、送信の都度、識別

信号を自動的に付加すること。 

 

(イ) 無線従事者による監視制御の緩和 

① 自局の障害（送信装置の発振回路が正常な周波数を生成できない故障が生じた場合

等）を検知し、自動的に電波の発射を停止する機能を持たせる。 

② 連続送信を防止する機能を持たせる。 

 

(ウ) IP無線に求められる条件 

① 自営系移動無線に相互接続される通信を使用者が認識可能であること。 

② 自営系移動無線の通信事項に該当しない通信を行わないこと。 

③ 自営系移動無線に相互接続される通信を免許人以外が使用できないようにすること。 
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8.3 中継機の利用について 

(ア) 中継機を利用する無線局を無人運用するために必要な事項(無線従事者による監視の

緩和) 

① 障害検知・停止機能 

自局の障害（送信装置の発振回路が正常な周波数を生成できない故障が生じた場合等）を

検知し、自動的に電波の発射を停止する機能を持たせる。 

連続送信を防止する機能を持たせる。 

② 選択的中継機能 

グループごとに設定可能な識別コード(例.ユーザーコード等)※を利用し、不要な信号を中継

しないようにする。 

選択呼出機能等を実現するために、無線機ごとに異なった値に設定される ID(例.個別 ID)

を利用し、一部のユーザーの中継を許可/禁止できるようにする。 

 

これらの機能を持たせることで、基地局であっても、無線従事者による監視制御が不要とな

れば、廉価にシステムが構築できるため、中継機の利用が促進されるものと考えられる。 

 

(イ) 技術的要件 

① 必要な周波数帯 

現在使用中の無線機からの移行を考慮することで経済的負担を減らせる(同一もしくは近い

周波数を利用する)。 

自営無線で広く使われている周波数全般(すでにそれぞれの業種に適した周波数が利用さ

れている)。 

携帯性を考慮すると、アンテナ長が短くなる UHF帯が望ましい。 

② 通信距離、通信エリアの確保 

基地局を複数設置することでエリア確保できることが望ましい。 

③ データ通信等に必要な通信速度 

現在使用中の無線機からの移行を考慮することで経済的負担を減らせる。 

音声主体の通信である。 

④ セキュリティや秘匿性の確保 

選択的中継により、不要な信号の中継を防ぐ。 

デジタル方式を採用することで、高度な暗号化の実装が可能となる。 

 

 

※識別コード(例.ユーザーコード等)について 

一例として、一般社団法人 電波産業会が定める ARIB STD-B54標準規格（放送

事業用 4FSK連絡無線方式）や STD-T98標準規格(デジタル簡易無線局の無線設

備)で規定されるユーザーコードなどが利用できる。 

また、現在、他のデジタル無線方式に関する標準規格、あるいは、運用されている

すべてのデジタル方式の無線機が、これらの機能を有しているわけではない。 
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(ウ) 技術的条件 

① 変調方式 

低廉なものを求められていることから、現在広く利用されている狭帯域デジタル方式が望ま

しい。デジタル方式とすることで、誤中継を防いだり、高度な暗号化が利用できたりするメリット

も得られる。 

② 通信方式 

現在 FDD(二周波半複信)方式が広く普及しているため、これをそのまま利用することで、廉

価に構築できる。 

③ 必要なチャンネル数 

収容局数、通話の時間等からチャンネル数を決定するのが適当である。 

複数のチャンネルを利用する際、個別に割当てるのではなく複数のユーザーと周波数を共

有するトランキング方式(複数チャンネルを動的に割り当てる方式)を利用することで、周波数

の有効利用に繋がる。 

電波が届きにくいビル内や地下街などでは、基地局を複数置く必要があり、多くの周波数が

必要となるが、下りは複数波を繰り返し利用し、上りは 1波とすることで、周波数の有効利用

に繋がる。 

送信タイミング同期方式を利用することで、周波数の有効利用に繋がる。 

④ 中継方式 

中継の可否を判断するため、再生方式が望ましい。 

⑤ 周波数共用条件 

『「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件について」のうち「小電力を用いる

自営系移動通信の利活用・高度化方策に係る技術的条件」に関する一部答申【平成 14年 9

月 30日付け 情報通信技術分科会諮問第 2009号】の情報通信審議会 情報通信技術分科

会 小電力無線システム委員会報告 平成 20年 3月 26日』の検討結果が利用可能である。 

⑥ 識別信号 

既存のデジタル方式の無線機が持つ機能(自局名送信機能等)を利用し、送信の都度、識別

信号を自動的に付加する。以下の点を考慮する必要がある。 

中継においては一般的に子局の識別信号をそのまま利用することが多いため、それに従う

(子局の識別信号を書き換えずに中継する)。 

中継機が自局から発呼する場合は、自局の識別信号を送信する。 
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図 8-2 中継機の無人運用 

 

 

図 8-3 周波数の有効利用を考慮した中継システム 

 

下りは複数波を繰り返し利用し、上りは 1波とすることで、周波数を有効利用する。 
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8.4 ユーザーアンケートで上位に挙がったニーズへの対応について 

7.2におけるユーザーからの要望に対する高度化の方向性について、次のとおり取りまとめ

た。 

8.4.1 安定した通信や不感地帯の解消に向けた方策 

自営系移動無線は、一つの基地局の通信エリアは携帯電話基地局に比べ広いものが多い

ものの、構築するエリアの規模により無線局の設置や運営にかかるコストが増大することか

ら、多数の基地局を設置することは経済的な面から困難であり、必要最小限の通信エリアとな

っている。また、無線機器の価格等についても、IP無線や簡易無線と比較して高額となる場合

が多い。 

通信が安定しない要因の一つとして、フェージングによる不安定な受信状態が考えられる。

フェージングについては、6.4.4に書いたとおりデジタル方式に移行することで改善できる可能

性がある。 

また、地形等の影響により不感地域が生じやすい傾向があるため、手軽にエリアを拡大した

い場合や安定的な通信を行いたい場合には、8.2に記載した IP無線との相互接続や 8.3に

記載した中継機の利用を促進することで、通話エリアの拡大が可能となり、安定した通信の提

供が期待できる。 

6.3.2に書いたとおり、今回ユーザーアンケートにご協力いただいた免許人の内、96%がア

ナログ方式を利用していることから、弱電界エリアにおける受信音声の明瞭度の低下などが

発生しているものと思われる。デジタル方式を推進することで、改善が期待できる場合がある

ものと考えられる。6.4.4に書いたとおり、IP無線は、山間部等、携帯電話網サービス(エリア)

が十分でない利用環境では使用できないため、利用可能条件が限定される。また、災害発生

時に輻輳が発生するなどのリスクがあるため、ミッションクリティカルを求められるユーザーに

おいては、慎重な選択が必要となる。 

 

8.4.2 高音質な音声通話の実現に向けた方策 

高音質の音声通話については、ユーザーにより求められる品質は異なるものの、アナログ

方式を利用しているユーザーが多いことから、受信感度内のノイズ低減を求めていることが要

因の一つと想定される。6.4.4に書いたように、デジタル方式に移行することで、感度内で発生

する受信音声へのノイズ重畳の低減が期待できる。 

一方、今後、通話内容と音声品質とのバランスを考慮した高品質化の検討が望まれる。音

声コーデックやオーディオ回路の高品質化は、無線機器のコスト上昇につながる可能性が高

いことから、通話内容と音声品質とのバランスを考慮した高品質化が必要となる。8.4.1 と同様

に、IP無線や簡易無線などの他の無線システムの活用やアナログ方式からデジタル方式に

変更することで音声品質の改善が期待できる場合がある。 
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8.4.3 位置情報等の活用に関する機能の追加 

スマートフォンに代表される携帯小型端末において位置情報の活用は必須機能となってき

ており、アマチュア無線等においても、GPSを活用した機能が実現している。また位置情報シ

ステムの小型化に伴い、位置情報の活用は、動物の動態把握や狩猟用発信機、盗難防止、

徘徊老人の探索、山岳遭難者の救助等、様々な分野に広がっており、自営系移動通信がこう

したニーズを取り込むことにより、新たな利用者の獲得に繋がることが期待される。 

GPSデータやショートメッセージなどのデータ伝送機能は、自営系移動無線に用いられてい

る無線機の一部モデルには搭載されているものの、アプリケーションを含めた総合的なシステ

ムの検討とユーザーへの提案が必要なものと考えられる。 

一方で、音声通信が主体の自営系移動通信においては、できる限り狭い周波数帯域に制限

することにより周波数の有効利用効率の改善を目指してきたが、データ通信においては、こう

した手法だけでは周波数の有効利用が図れない可能性があることから、周波数の利用効率を

図りつつ、効率的にデータ通信を活用することを考慮した基準の明確化（通信時間、通信間隔

等）の検討が求められる。 

 

8.5 自営系移動無線の将来展望について 

5.6.3において、将来の局数予測をもとに考察したとおり、現状のまま推移した場合、自営系

移動無線は今後更に減少していく可能性が高く、さらに令和 6年度から 「公共安全モバイル

システム」 (旧:公共安全 LTE(PS-LTE))の実用化が開始される見通しとなっているため、 国

家行政や消防等の局数が減少する可能性も考えられる。 

一方で、自営系移動無線が有する安定的な通信や耐災害性などの特長を重視し、利用目

的等を考慮して、自営系移動無線を選択している利用者も存在している。 

本章の 8.1～8.4で取りまとめた高度化の実現を進めることにより、ユーザーニーズ等を満

たすことで、自営系移動無線の局数減少の抑制や新たなユーザーの獲得に繋がることが期待

されることから、今後の技術動向やユーザーニーズ等を踏まえた自営系移動無線システムの

構築に向け、引き続き検討を進める必要がある。 
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資料編 

 開催要綱 

自営系移動無線システムの高度化及び 

将来展望に関する調査検討会 

開催要綱 

 

（名 称） 

第１条 この調査検討会は「自営系移動無線システムの高度化及び将来展望に関する調査検討

会」（以下「調査検討会」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 全国及び九州地域において、これまで陸上における通信手段の中核的なシステムとして

幅広い業種で利用されてきた自営系移動無線システムについて、現状の把握と将来求められて

いるニーズを調査・分析、顕在化する課題解決のために必要な技術的課題を検討し、システム

の高度化の方向及び将来展望を明らかにすることにより更なる周波数の効率的利用に資するこ

とを目的に開催する。 

 

（調査検討事項） 

第３条  調査検討会は、前条の目的を達成するために、次の事項について調査検討を行う。 

(1) 自営系移動無線の現状と課題、求められるニーズ及び需要動向に関すること 

(2) 需要動向及びニーズを満たす自営系移動無線システムに必要な技術的要件及び技術的条

件に関すること 

(3) 需要動向及びニーズを満たす自営系移動無線システムとしてあるべきモデルに関すること 

(4) 上記で検討した内容を踏まえ、無線従事者の負担軽減等を含む無線局の管理方策に関す

ること 

(5) その他、第２条目的の達成に必要な事項 

 

（構 成） 

第４条  調査検討会は、九州総合通信局長の委嘱を受けた別紙に掲げる構成員をもって構成

する。 

（組 織） 

第５条 調査検討会には、座長を置く。 

２ 座長は、構成員の互選により選出する。 

３ 座長は、構成員の中から副座長を指名することができる。 

４ 座長は、必要に応じて、構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

５ 座長は、調査検討会の審議を促進するため作業部会を設置することができる。 

６ 調査検討会の事務局は、九州総合通信局電波利用企画課及び外部請負者とする。 
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（運 営） 

第６条  調査検討会は座長が召集し、主宰する。 

２ 調査検討会を召集するときは、構成員に対しあらかじめ日時、場所及び議題を通知する。 

３ その他、運営に関する事項は調査検討会において定める。 

  

（報 告） 

第７条 座長は、調査検討会の調査検討が終了したときは、その結果を九州総合通信局長に報

告する。 

 

（開催期間） 

第８条  調査検討会は、令和 5年 9月 21日から前条の報告をするまでの期間とする。 

 

附 則 

この要綱は令和 5年 9月 21日から施行する。 
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資料1.  

 構成員一覧 

自営系移動無線システムの高度化及び将来展望に関する調査検討会構成員 

（座長、副座長以下氏名五十音順、敬称略） 

氏名 所属 

座長 

福迫 武 

国立大学法人熊本大学 大学院先端科学研究部 教授 

副座長 

松岡 剛志 

九州産業大学 理工学部 准教授 

加藤 数衞 株式会社日立国際電気 ソリューション統括本部 

基盤ソリューション本部 技術総括 

楠原 和広 アルインコ株式会社 電子事業部 常務執行役員事業部長 

椎木 裕文 日本電気株式会社 レジリエンス事業部門ディザスタプリベンション統括部 

西日本市町村防災システムグループ ディレクター 

菅原 健 総務省 九州総合通信局  無線通信部長 

西ヶ谷 太孝 アイコム株式会社 国内営業部 システムエンジニア課 参事 

則武 潔 一般社団法人全国陸上無線協会  企画調査部長 

廣川 源司 パナソニック コネクト株式会社 現場ソリューションカンパニー パブリック

サービス本部 業界ソリューション総括部 

自治体ソリューション部 SI1課 1係 エキスパート 

宮地 徹 八重洲無線株式会社 営業部 担当部長 

渡川 洋人 株式会社 JVCケンウッド 無線システム事業部 

国内無線システム開発部 シニアマネジャー 
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資料2.  

 調査検討会開催状況 

回 開催日時 開催会場 議事 

第 1回 令和 5 年 

9 月 21日(木) 

14:30～17:00 

熊本県熊本市 

城彩苑 

多目的交流施設 

及び 

Teams web 会議 

1.開会 

2.配布資料の確認 

3.九州総合通信局長挨拶 

4.構成員紹介 

5.開催要綱について 

6.座長の選出 

7.議事 

7.1 調査検討会の実施内容とスケジュールについて 

7.2 自営系移動無線の現状と課題(構成員による資料発表) 

7.3 自営系移動無線システムの変遷 

7.4 その他 

8.閉会 

第 2回 令和 5 年 

12 月 6日(水) 

14:00～15:35 

熊本県熊本市 

熊本城ホール 

C1-2 会議室 

及び 

Teams web 会議 

1.開会 

2.配布資料の確認 

3.第二回メール審議について 

4.議事 

4.1 自営系移動無線システムの将来展望 

4.2 自営系移動無線システムに求められるニーズとモデル提案 

4.3 ユーザーアンケートについて 【資料 2-3】 

4.4 その他 

5.閉会 

第 3回 令和 6 年 

2 月 28日(水) 

14:00～15:00 

熊本県熊本市 

熊本城ホール 

E1-2 会議室 

及び 

Teams web 会議 

1.開会 

2.配布資料の確認 

3.議事 

3.1 報告書作成にあたり、確認しておきたい事項について 

3.2 その他、報告書に関するご意見、ご指摘の確認 

3.3 今後の日程確認 

3.4 その他 

4閉会 
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調査検討会の様子 

   

図 資料 3-1 会場の様子 

 

 

図 資料 3-2 会場内の画面表示と web会議の画面 
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 構成員からの発表資料 

第一回調査検討会にて発表された、各構成員が作成した資料 

《1》 一般社団法人全国陸上無線協会 

 

  



69 
 



70 
 



71 
 



72 
 



73 
 



74 
 

 

  



75 
 

《2》 アイコム株式会社 
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《3》 株式会社 JVCケンウッド 
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《4》 日本電気株式会社 
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《5》 パナソニックコネクト株式会社 
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《6》 株式会社日立国際電気 
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《7》 八重洲無線株式会社 
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 第一回会議で提示された主な意見 

分類 事例 補足説明 

無線設備 
/無線システム 

(1)無線システムの構成に

より導入コストやランニン

グコストが高額となるケー

スがある 

多くの自営無線においては、音声通話での利

用が大部分であり、シンプルな機能でリーズナ

ブルな無線設備で十分であるにも拘らず、多機

能な設備を導入せざるを得ないことがある 

システム構成によっては、連絡線（有線）の設

置や固定局（多重無線など）の設置が必要な

場合があり導入コストやランニングコストが高

額となるケースがある 

無線設備のハードウェアにかかる費用だけで

なく、無線局開局までの販売店等の作業工数

なども影響してくることが考えられるため、広い

視野での検討が必要と思われる 

(2)中継機を利用するため

には現行、中継局を管理

するためのシステムの構

築や複数の送受信システ

ムが必要となるなど、高コ

ストかつ非効率な構成とな

ってしまう 

中継機が基地局扱いだと、無人運用をするた

めに、監視装置、アプローチ回線や遠隔制御

装置等が必要となる(コストアップにつながる) 

基地局-陸上移動局の構成だと、事務所等で

使用する無線機が半固定扱いとなってしまい、

空中線を固定して運用できない 

中継機としての利用であっても基地局として開

設しているため自局の識別信号の送信が必要

となる 

基地局や中継チャンネルの共同利用(レンタ

ル、トランキング等)をしたい 

デジタル移行用新波を明確に示してもらいたい 

効率的に中継機を利用することができるモデ

ルが求められる 

他方、ユーザー利用形態に合わせ独自の中継

システムの構築例も認められる 
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分類 事例 補足説明 

(3)IP無線との相互接続の

拡大 

IP無線との相互接続を図るための技術的な要

件を定め 簡便な手続きにより相互通話が出

来るようにすることで 通話の中継、基地局の

遠隔・自動制御といった利用形態の拡大を図

る 

(4)技術基準適合証明等を

受けた機器に、電波の質

に影響を与えない空中線

や付属装置を組み合わせ

ることで、技術基準適合証

明等が無効となることがあ

る 

無線設備には、送受信装置、空中線、電源設

備、附属装置等が含まれており、これらの工事

設計の変更を伴う場合は再度証明内容の変更

が必要となっており、接続する装置によっては

認証の効力が無効となるという論議もある 

軽微な受動的素子や付加装置などの取扱いに

ついては柔軟な運用が望まれる 

無線システムの高

度化 

(5)広域サービスエリアの

確保 

周波数の有効利用技術の一環、また、ゾー

ン切り替えが不要、あるいは簡便な構成とし

て、単一周波数によりサービスエリアを連続

的に構築するシステムを例示 

周波数の有効利用に資する技術の検討が

必要 

(6)多様な通信方式との

連携 

時代の潮流として 、 多様な通信方式との

連携による自営系無線の柔軟なシステム構

築、多様なソリューションの提供を模索する

ことが今後求められる重要な観点である 

(7)携帯電話 、Wi Fi 等

の高速・高機能通信端末

に代表される通信環境 ・ 

媒体との棲み分 

け 

業務用デジタル無線では、音声通信以外

に、GPS位置情報の伝送、あるいは状態遷

移、 静止画などの比較的低速なデータ伝送

機能を具備することが一般的となっている 

安心・安全、危機管理の側面からも自営無

線特有の優位性（例えば、ミッションクリティ

カル対応）を活かしたシステム構築を継承す

ることが重要 
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分類 事例 補足説明 

無線設備の管理 

(8)無線従事者の配置条

件が負担となっているケ

ースがある 

簡易無線の障害検知・停止機能のようなも

のを無線設備に持たせることで、緩和できな

いか 

ICT技術の拡大により、無線従事者でなけ

ればできなかったことが無線機器で肩代わり

して出来る作業が増えている実状から、 無

線設備の技術的な要件の見直しにより、無

線従事者の配置要件を緩和するなど、無線

従事者の負担軽減が図れないか 

監視方法、無線設備機能等の検討が必要 

無線局の運用 

(9)無線局の運用におい

て、識別信号を用いた呼

出し方法が実態とあって

おらず負担となっている 

デジタル簡易無線の CSM(コールサインメモ

リー)のように、自動で識別信号を送信する

機能を持っていないため、使用者が意識的

に送信する必要がある。 

(10)複数基地局の一斉

送信ができない 

基地局ごとに識別信号が異なるため規則に

定める呼び出し応答方法では、一斉送信が

出来ない。既存のデジタル方式の機能を利

用した個別番号送信等で代替するなどの対

応策が求められる 

無線局免許申請 
(11)デジタルで周波数が

免許されないことがある 

アナログ専用波を使用している無線設備を

デジタル化する際、移行先のデジタル周波

数が分かりづらい。また、アンテナの変更が

困難であり周波数帯を変えたくないとの要望

もある 

周波数割り当て 
(12)VHF帯は都市部で

使いづらくなっている 

従来と比較し、都市雑音などが増加している

ため通信困難、または、通信エリアが狭まっ

ている状況がみられる 

UHF帯に移行したいが、用途によっては適

切な移行先の周波数割り当てが明確でない 
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分類 事例 補足説明 

その他の取り扱い 

(13)登録点検の測定方

法や結果を提出する際

の書式について、受理す

る地域や担当によって指

摘が異なることがある 

登録点検の測定項目および測定方法等につ

いては、電波法及び諸規則により定められ

ているが、無線局の種別や地域的条件等に

より判断に必要な書類など異なる場合があ

る 

(14)電波法関係審査基

準から必要な情報を読み

取ることが困難 

必要な情報に辿りつけない 

新たに許可される周波数が分かりづらく、ユ

ーザーに提案しづらい(開設計画書等で相談

を始めないと周波数が分からない) 

地域や担当によって解釈が異なることがある 

民間団体や出版社等による手引書やガイド

ブックの刊行等が望まれる 
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 ユーザーアンケート 

お忙しいところ大変恐縮ですが、以下のアンケートにご協力をお願いします。 

このアンケートで得られた情報は、本調査検討会で活用させていただく目的以外には利用しま

せん。 

このアンケートでご質問を頂いても回答できかねない場合がございます。ご了承願います。 

 

1 今お使いの無線システムについて 

1.1 利用目的、用途、通信内容、利用者、方式、利用周波数、利用形態(局種)、局数など
について 

 

今お使いの無線システムについてお答えください。 

 

利用目的: (                               ) 

用途:    (                               ) （例.○○事業用） 

通信内容： □音声通話 □データ通信 □その他（        ） 

利用者: (                               ) 

方式:  □デジタル □アナログ □よく分からない 

利用周波数: (        ) MHz 

  (        ) MHz 

  (        ) MHz 

  (        ) MHz 

利用形態(局数): 基地局   (   )局(   )W 

   移動局   (   )局(   )W 

   その他(        )局 (   )局(   )W 

もしお分かりであれば、ご利用の電波型式を教えてください。 

(                                ) 

 

1.2 今お使いの無線システムを導入されたときの初期費用について 

 

1.2.1 導入時にかかった費用（機材費、設置費、検査費等）についてお答えください。 

 

初期費用: (           万円程度) 

 

1.2.2 導入した無線システムは、初期費用に見合うものと考えますか。 

 

□ 満足している 

□ 概ね満足している 

□ やや不満がある 

□ 不満がある 

□ なんとも言えない・分からない 
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【やや不満がある、不満があると回答された方】 

いくらくらいであればよいと考えますか。 

 

初期費用: (           万円程度) 

 

1.2.3 初期費用について、何かご意見等があればご記入ください。 

 

1.3 費用対効果について 

導入・維持費用も含めて費用対効果はいかがでしたか。 

 

□ 満足できるものであった 

□ 満足できるものではなかった 

□ なんとも言えない・分からない 

 

よろしければ具体的な内容についてご記入ください。 

 

1.4 今お使いの無線システムの構成、使い勝手(機能)などについて 

 

1.4.1 導入時に希望した構成や使い勝手(機能)になっていますか。 

（周波数、出力なども含みます。） 

 

□ 満足している 

□ 概ね満足している 

□ やや不満がある 

□ 不満がある 

□ なんとも言えない・分からない 
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1.4.2 構成、機能等で改善を希望する内容があればご記入ください。 

 

1.5 通話エリアについて 

「導入当初と比較して通話エリアが狭くなった」又は「当初は繋がったところと 

繋がらなくなった」というようなことがありますか。 

 

□ はい 

□ いいえ 

 

よろしければ具体的な内容についてご記入ください。 

 

1.6 将来実現してほしい機能について 

 

1.6.1 将来の無線システムで実現してほしい機能があれば選択してください。 

 

 （複数回答可） 

□ 高品質の音声通話ができるようにしてほしい 

□ 位置情報など、音声以外のデータの伝送が簡単にできるようにしてほしい 

□ 画像や映像などの大容量のデータの伝送ができるようにしてほしい 

□ 安定した通信ができるようにしてほしい 

□ 不感地域を解消してほしい 

□ 長距離の通信ができるようにしてほしい（    km程度） 

→問 1.6.3にもご回答ください 

□ セキュリティを強化してほしい 

□ インターネットに接続できるようにしてほしい 
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1.6.2 その他、実現してほしいと思う機能等があればご記入ください。 

 

【問 1.6.1で「長距離の通信ができるようにしてほしい」にチェックを付けた方への質問です】 

1.6.3 中継機利用 

エリア拡大の手法のひとつとして、中継機を経由した通信を行うことで通信距離を延

ばす中継利用があります。中継機が利用できれば使いたいと思いますか。 

なお、ここでは、既存システムにおいては、機器を含めたシステム更新を前提した中

継機の増設、あるいは、新たに無線システム構築をする場合を前提とします。 

 

□ 利用したい 

□ 利用する考えはない 

□ なんとも言えない・分からない 
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中継機について、何かご意見等があればご記入ください。 

 

2 IP無線について 

IP無線とは、携帯電話の仕組みを利用した無線システムです。 

通話エリアは携帯電話が届くエリアに限定されますが、一般的な自営無線と比べ、初

期投資が抑えられ、通話エリアも広くなります。無線従事者資格は不要です。 

ただし、自営無線とは異なり、通話回線を占有できないため災害時等は携帯電話と

同様に通話しづらくなったり、携帯電話回線のトラブルで使えなくなったりすることがあ

ります。 

また、携帯電話と同様に、月々の利用料金が必要となります。 

 

2.1 今現在の IP無線の利用について 

 

現在、IP無線を利用していますか。 

 

□ はい   →問 2.2にもご回答ください 

□ いいえ 

□ 分からない 

 

【中継機の例】 
移動局同士が直接通信するのではなく、比較的高い場所などに設置した中継機を途
中に入れることで、通話エリアを拡大することができます。 
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【問 2.1で「はい」にチェックを付けた方への質問です】 

 

2.2 IP無線と自営無線との相互接続について 

 

今お使いの無線システムと IP無線を接続し、通話エリア拡大ができれば利用したい

と思いますか。 

 

□ はい 

□ いいえ 

□ なんとも言えない・分からない 

 

IP無線について、何かご意見等があればご記入ください。 
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3 無線従事者制度について 

何かご意見等があればご記入ください。 

 

4 無線局免許制度について 

何かご意見等があればご記入ください。 

 

お忙しい中、ご協力頂きありがとうございました。 

 

恐れ入りますが、最後にユーザー様についてご記入ください。 

 

御社名  

ご担当者様 

お名前  

所属部署  

メールアドレス  @ 

電話番号  

このアンケートについて、本調査検討会から質問させていただくことがございます。 

その際はご協力のほど、よろしくお願いします。 

  

 

 



 

  



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6年 3 月 

 

自営系移動無線システムの高度化 

及び将来展望に関する調査検討 

報告書 
 

事務局： 九州総合通信局無線通信部電波利用企画課 

〒860-8795 

熊本県熊本市西区春日 2丁目 10番 1号 

 




